
内部統制システムに関する基本方針 

 

当社は、会社法及び会社法施行規則並びに金融商品取引法に基づき、当社グルー

プの業務の適正を確保するために必要な体制、及び財務報告の信頼性を確保するた

めの体制（以下「内部統制システム」という）を整備する。 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

（１） 当社は、全ての役員、使用人が、法令、定款及び社会規範を遵守して行動

することを徹底するため、「企業理念」、「行動規範」をカード化し全役員、

使用人が常時携帯するとともに、適宜社員教育、啓蒙等を行い、かつ誓約

書を提出させる。 

また、使用人には、「就業規則」、「短期契約社員就業規則」等を定めてお

り、内部監査部門は各種法令や社内規程に違反する行為、あるいはその恐れ

がないかどうかを監査する。この監査結果は定期的に取締役に報告される

ものとする。 

（２） 当社内部監査部門は子会社各社のコンプライアンス体制、リスク管理体制

並びに業務処理に係る内部監査を実施し、その結果を当社の取締役、監査

等委員会、及び各社のトップに報告する。 

（３） 当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に影響を与える反社会的

勢力に対しては、警察等関連機関とも連携し毅然とした姿勢で組織的に対

応する。 

 

以上のコンプライアンス体制を構築しており、これを的確に運用しコンプライ

アンシーを維持する。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会、業務執行会議など重要会議の議事録、稟議書、各種契約

書、その他業務執行に係る重要事項を文書または電磁的媒体(以下「文書等」と

いう）に記録し、「文書管理規程」に基づき適正に保存、保管する。取締役は、

これらの文書等を常時閲覧できるものとする。「文書管理規程」の改廃について

は、業務執行会議の承認を要するものとしている。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） 当社は、損失の危機を継続的にコントロールするため、「リスク管理規程」

を制定するとともに、「内部通報規程」、「内部情報管理および内部者取引規

制に関する規程」、「災害に対する対応措置」、品質保証面での「苦情対応実

施要領」、電算機トラブル発生時の「非常時対応ガイドライン」等を定める



とともに、リスク担当取締役を選定する。また、当社グループ全体のリス

ク管理体制を統括的に管理する。 

（２） 当社は、発生したリスクに総合的に対応する組織としてリスク担当取締役

をチームリーダーとするクライシスコントロールプロジェクトチームを設

置しており、この体制の下、とくに全社の事業活動に重大な影響をおよぼ

すリスクが発生したときは、「リスク管理規程」に基づき速やかにクライシ

スコントロールプロジェクトチームを召集するとともに、非常事態と判断

されるリスクに対しては、代表取締役を本部長とする対策本部を設置し当

社グループの損害等の極小化を図る。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、取締役会及び業務執行会議を定期的に開催する。取締役会は、取締

役並びに社員が共有する全社的な経営計画を定め、業務執行取締役は、この経

営計画を達成するための各部門の具体的な方針及び目標、施策を盛り込んだ方

針実行計画を策定し、業務執行状況を定期的かつ適宜取締役会及び業務執行会

議に報告するとともに、定期的に実行計画に対する結果と対策をとりまとめ、

代表取締役に報告する。 

社内の意思決定は、「組織規程」、「職務分掌規程」、「職務権限規程」に基づき、

責任と権限の範囲を明確にしたうえで委譲し、迅速に決裁することを継続する。 

各部門の業務内容は「職務分掌規程」にて明確化しており、内部監査部門は、

各々の業務が社内規程等に照らして正しく処理され効率よく行われているかの

監査を継続実施し、結果を代表取締役に報告する。 

 

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

（１） 子会社各社における内部統制システムに関しては、子会社各社において必

要な規程の整備を進めるとともに、当社は各社の主体性を重んじつつ、内

部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行わ

れる体制を構築する。 

（２） 子会社各社の主要事項の管理については「関係会社管理規程」で案件別に

管理基準を定めており、これに基づき承認、協議若しくは報告を求める。

各社の業績、及び取締役等の職務の執行にかかる事項については、毎月報

告される体制ができており、これを経営企画部がとりまとめ、取締役会並

びに業務執行会議に報告する。 

（３） 当社は、各社トップと当社の取締役が出席する「グループ戦略会議」を原

則として毎月開催し、グループ間の情報共有と重要事項に関する討議を行

い、グループ総合力の強化を図る。 

 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

（１） 当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くこ



とを求めた場合、代表取締役は内部監査部門を中心に人選を行い、その任

に当てるものとする。 

（２） 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人は、監査等委員会の指

揮命令に従い、指示を実行するものとする。 

（３） 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の任命、異動、懲戒等

に関する事項は、監査等委員会の同意を得たうえで、代表取締役が決定す

る。なお、当該使用人の人事考課に関しては監査等委員会の意見を聞くこ

ととする。 

 

７．監査等委員会への報告に関する体制 

（１）当社の取締役または使用人は、監査等委員会に対して、法定事項に加え、

当社並びに当社グループに重大な影響をおよぼす事項、定期的に点検を実

施しているリスクの顕在化及びその対応状況、内部監査の実施状況、コン

プライアンスコールの通報状況及びその内容を速やかに口頭、書面若しく

は電磁的媒体により報告する。 

（２） 当社の子会社の取締役、監査役及び使用人は、前項同様の法定事項に加え、

当社並びに当社グループに重大な影響をおよぼす事項などを当該子会社の

担当部署に報告し、当該担当部署はその内容をとりまとめて、当社経営企画

部を経由して監査等委員会に口頭、書面若しくは電磁的媒体により報告する。 

 

８．監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制 

法令や社内規程に照らして疑義のある行為等については、使用人が直接情報提

供（通報）を行う手段としてコンプライアンスコールを設置、運営するとともに、

通報者の保護に関しては「内部通報規程」で通報者に不利益が生じないような対

策を講じる。 

 

９. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項 

監査等委員の職務の執行について生ずる費用については、独立した予算を策定

し監査費用を支出できるものとする。 

 

10. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査等委員会は代表取締役との意見交換を密にし、また会計監査人及び内部

監査部門との連携を図り、効果的な監査業務を遂行できる体制を整備する。 

 

11. 財務報告の信頼性を確保するための体制 

財務報告の信頼性及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書の有効かつ

適切な提出のため、「内部統制規程」を定め、代表取締役社長の指示の下、内部



統制システムを構築し、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、

必要な是正を行うとともに、金融商品取引法及び関係法令等との適合性を確保

する。 
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